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秋の総会開催される

平成4年11月　日本学術会議広報委員会

　日本学術会議は去る10月21日から23日まで，第115回総会を開催しました。今回の日本学術会議だよりでは，同総会の議

事内容及び総会中に発表した会長談話等についてお知らせします。

日本学術会議　第115回総会報告について

　日本学術会議第115回総会（第15期・第4回）は，10月

21日～23日の3日間開催されました。

　総会の初日は，会長からの前回総会以降の経過報告に続

いて，運営審議会附置委員会，部会，常置委員会，国際対

応委員会，特別委員会の各委員長，部長からの報告があり

ました。また，本年9月27日から10月11日までの間，二国

間学術交流委員会の代表団がアメリカ合衆国を訪問し，ア

メリカ合衆国の学術の現状を視察するとともに，大統領補

佐官を始めとする連邦政府機関の関係者，国立科学財団の

関係者，その他関係機関の関係者との意見交換を行い，多

大なる成果が得られたとの訪米報告が行われました。午後

からは各部会が開催され，国際対応委員会や研究連絡委員

会の在り方等について審議が行われました。

　なお，二国間学術交流の成果等に関する「平成4年度日

米学術交流について」の会長談話を21日付けで発表しまし
た。

　総会2日目は，学術分野における国際貢献に関しての自

由討議が行われ，国際貢献の意義，方針等について活発な

討議が行われました。本件については，日本学術会議第15

期活動計画の中に重点目標として掲げられており，また，

昨年秋の第113回総会において内閣官房長官から，学術研

究の分野で我が国がどのような国際的貢献をなすべきかに

ついて全学問領域から総合的に検討し，意見を出すよう求

められ，以来，日本学術会議としては重要案件として審議

してきたものです。

　午後からは，米スペースシャトル「エンデバー」で微小

重力実験に取り組んだ毛利衛さん，向井千秋さん，土井隆

雄さんの三宇宙飛行士を招き，実験成果等の報告をしてい

ただくとともに会員との意見交換が行われました。

　なお，　「学術分野における国際貢献について」の会長談

話を22日付けで発表しました。

　総会3日目は，文化としての学術特別委員会を始めとす

る各特別委員会，各常置委員会が開催されました。

平成4年度日米学術交流について（会長談話）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成4年10月21日

1　本年度の日本学術会議の二国間学術交流事業として，

　9月27日から10月11日までの2週間にわたり，私を団長

　とし，各部所属の会員7名，その他事務局2名，計10名

で構成する代表団がアメリカ合衆国を訪問した。

2　今回の日米学術交流は，21世紀に向けて我が国の学術

の発展向上を図るためには，日米両国の緊密な連携協力

が不可欠であることから，アメリカ合衆国の学術研究の

現状と動向について調査するとともに，関係機関の責任

者等と忌揮ない意見交換を行うためであった。なお，こ

の機会に，いわゆるビッグ・サイエンスの象徴ともいっ

　べきS　S　C，N　A　S　A，N　I　H等の現地視察を行った。

3　連邦議会の会期末で1993年度予算案の調整等のため極

めて多忙な時期であったにもかかわらず，いずれの機関

においても，トップ又はそれに準ずる責任者が自ら出席

するなど，代表団は温かく誠意あふれた応接を受け，関

係者の日本の学術への期待が極めて大きいことが印象的

であった。代表団の感想として特記すべき点をいくつか

挙げれば，次のとおりである。

（1）アメリカ合衆国の学術政策の基盤は，確固たるもの

　　があり，これに割り当てられる国家予算のスケールも

　　大きい。これは，学術に対する同国の期待の大きさを

　　表すものである。例えば，1863年にリンカーン大統領

　　のイニシアティブで設立された科学アカデミーは，政

　　府からの独立を前提とし，政府，議会の諮問に応える

　　など，政府，議会との緊密な連携の下に，国民並びに

　　人類の福祉の向上に寄与しているが，その後設立され

　　た工学アカデミー，医学会とともに，総額約250億円

　　余に上る予算を毎年政府から受け取っている。これは，

　　日本学術会議の使命と今後の発展を考える上で参考と

　　なるものである。
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（2）学術の国際協力については，日米両国は，経済力，

　先端科学技術の水準から見ても，世界の中で指導的役

　割を果たすべき立場にあり，両国の学術交流を中心と

　して新しい時代の知識と技術を創造し，人類の発展に

　寄与していく必要がある，との認識がアメリカ合衆国

　の関係者にあり，我が国としても，このことを考慮す

　べきである。

（3）　日本政府が本年4月に決定した科学技術政策大綱に

　おける国家予算の倍増計画については，アメリカ合衆

　国の関係者は，大きな期待と好意とをもって注目して

　いる。

（4）S　SC，宇宙開発などのビッグ・サイエンスについ

　ては，それぞれの計画が学術における開拓者精神とで

　もよぶべき情熱をもって推進されていることをが，認

　められた。特に，3名の日本人宇宙飛行士達との懇談

　は感動的ともいうべき印象を残した。

　　また，S　S　C計画への資金面での参画問題について

　は，我が国の学術研究の基盤自体が不十分であり，こ

　れの充実強化が優先的課題であること，欧州やアジア

　諸国等との協力をどう考えるか，S　S　C計画自体への

　国民の理解をどう促進するか，など今後早急に検討し

　なければならない課題があること，などの当方の説明

　に対して，これを傾聴する姿勢が見られた。

4　今回の日米学術交流の間に形成された代表団の一致し

た認識は，冷戦終焉後の新しい世界秩序形成過程におけ

　る諸課題の一つとして，学術のあらゆる領域にわたって

の国際協力が今後ますます重要性を持つということであ

　った。そのことは，今回の代表団へのアメリカ合衆国側

の対応からも十分窺われるところであった。

5　代表団としては，今回の訪米の結果について，総会，

運営審議会，その他の関連の委員会等において会員に報

告するとともに，改府関係者に対しても，必要に応じて

報告を行う予定である。その上で，日本学術会議会員は

　もとより，政府並びに国民の間で，我が国の学術に関す

　る国際協力・貢献の在り方について十分な論議が行われ

　るよう強く期待するものである。

6　終わりに，今回の代表団の訪米に当たり，格別の御協

力をいただいたアメリカ合衆国側関係者及び在アメリカ

合衆国日本大使館の関係者に対し，ここに深い感謝の念

　を表するものである。

1　本来学術の国際貢献とは，日本における学術研究の

成果を広く世界に伝達・発信し，学術の進歩に貢献す

　ることである。

2　海外から研究者が進んで来日し，優れた研究成果を

挙げられるような高水準の研究施設を整備するととも

に，外国人が日本の文化・学術を吸収する能力を高め

　られるような諸条件を整備・充実する必要がある。

3　上記2を実現するためには，省庁の枠を超え，官民

の総力を結集して，必要な資金の確保，人材の養成等

についての基本方策を策定し，推進する新しいシステ
　　　　　　　　　　　しム（例えば学術協力機構）が必要である。

上記の趣旨を踏まえ，本会議としては，具体的な貢献策

について提案すべく，全力を挙げて検討し，速やかに結論

に達したいと考えている。

日本学術会議主催公開講演会

　本会議では，毎年公開講演会を開催しています。この講

演会は会員が講師となり，一つのテーマを学際的に展開し

ています。平成4年度最後の公開講演会が決まりましたの

で，お知らせします。多数の方々の御来場をお願いします。

入場は無料です。

　公開講演会「科学技術を通じての国際貢献」

日時　平成5年2月22日（月）13：30～16：30

会場　日本学術会議講堂

演題・演者
　「日本の科学技術」　　　　　　　西澤潤一　第5部会員

　　　　　　　　　　　　　　　　（東北大学学長）

　「社会科学と自然科学との学際研究を通じての国際貢献」

　　　　　　　　　　　　　　　　松田武彦　第1部会員

　　　　　　　　　　　　　　　　（産能大学学長）

　「日本の貴重な体験の伝授」　猪瀬博第5部会員
　　　　　　　　　　　　　　　　（学術情報センター所長）

　「21世紀の科学技術」　　　　　近藤次郎

　　　　　　　　　　　　　　　　日本学術会議会長

〔申込み先〕　はがきに，住所・氏名・郵便番号を明記し，

　2月15日までに下記宛てお申し込みください。

　〒106東京都港区六本木7－22－34
　　　　日本学術会議事務局「公開講演会係」

　　　　盈　03－3403－6291　内線227，228

学術分野における国際貢献について（会長談話）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成4年10月22日

　現在，我が国の国際的な貢献が強く求められており，各

方面でその方策が討議されているところである。日本学術

会議としては，平成3年10月の第113回総会において，時

の坂本三十次内閣官房長官から，学術研究の分野で我が国

がどのような国際的貢献をなすべきかについて全学問領域

から総合的に検討するよう求められ，以来，特別委員会を

設けて検討するとともに，今回の第115回総会においても，

会員全貝による討議を行った。

　今回の総会での討議を踏まえ，私としては，次の点を強

調したい。

　御意見・お問い合わせ等がありましたら，下記ま

でお寄せください。

　〒106東京都港区六本木7－22－34

　　日本学術会議広報委員会　電話03（3403）6291

82 “天気”40．1．


